
本市を取り巻く財政状況 

 

予算の概要 

令和７年度当初予算は、第２次総合計画の最終年度として、その目標達成に向け、関連施策

等の総仕上げを図りつつも、短期集中的に展開する全庁的な財政構造改革の取組を反映させる

初年度として編成を行いました。その結果、一般会計予算の総額は、前年度当初予算額に比べ

１４億１，０００万円（６．３％）の増の２３６億２，０００万円となり市制施行以来最大の

予算額となったものの、一般財源ベースでは、約２億６，４８０万円（１．６％）の減となり

ました。 

歳入においては、市税収入で個人市民税及び法人市民税が増収となるほか、企業の設備投資

などにより償却資産をはじめとする固定資産税も増収となることなどから、前年度比 

８億６，２７０万円（８．９％）増の１０５億８，３７０万円となり、コロナ禍前の水準まで

の回復を見込んでいます。また、定額減税による減収補てんとして令和６年度に増額交付され

た地方特例交付金は、２億３，５００万円（７６．１％）減となったものの、児童手当負担金

の増などにより、国庫支出金が６億１，２９２万円（２０．２％）の増、市債が５億７，２１０万円

（７９．３％）の増となりました。 

 歳出においては、人件費について退職手当の減などにより、８，４６５万４千円（１．７％）

の減、扶助費では児童手当給付や障がい者自立支援などの増により、４億２，０４１万円

（１１．２％）の増となり、義務的経費全体では、３億９，６１７万５千円（３．７％）の増

となりました。また、投資的経費については、緊急防災・減災事業債を活用した防災情報伝達

システム整備事業や社会資本整備総合交付金を活用した和賀白川線・川合９合線整備事業など

により、９億３，７１８万４千円（９７．７％）の増となっています。また、物件費では地方

公共団体情報システム標準化への対応等により、１億６，５７５万円（３．４％）の増となる

ほか、補助費等では、民間保育所等整備事業等の減により３，４５２万３千円（１．２％）の

減となり、その他経費全体では、７，６６４万１千円（０．７％）の増となっています。 

 
財政構造改革の取組 

過去に新型コロナウイルス感染症対策として配分された交付金事業の実施による歳出の拡大

をはじめとして、国際情勢や社会経済状況の影響によるエネルギー価格高騰や物価高騰、更に

は働き方改革の進展による急激な人件費の上昇等の局面の変化により、急激に財政の収支バラ

ンスが崩れ、早急に改善を図るべき状況に陥っています。そのため、抜本的な財政構造改革を断

行すべく、昨年５月に「財政構造改革骨太方針２０２４」を策定し、事業の削減可能性の検討を

行った上で、各部署において「具体的取組」に掲げた項目について、事業費削減に向けた検討を

行いました。 

 

 「財政構造改革骨太方針２０２４」の取組については、令和６年度当初予算をベースに、経費

の性格を分類し、個別に予算の削減可能性を考慮した上で、令和７年度に新たに実施する事業

内容や増嵩等を勘案し、一般財源額で１７億円（約１０％）の削減を目標に、予算配分枠全体を

１５７億２００万円と設定しました。 

令和６年度は、集中改革期間の初年度として、各部署において、配分された予算枠を達成する

ため、「具体的取組」に掲げる項目について削減に取り組んだ結果、標準的経費で

約５億４千万円、政策的経費で約１億４千万円の削減効果があり、一般財源全体として、前年度

比２億６，４７９万７千円の減となりました。 

当面、非常に厳しい財政状況が見込まれる中、財政構造改革２年目として、第３次総合計画を

始動する令和８年度の予算編成を見据え、事業の統廃合など、抜本的・本質的な「財政構造改

革」を進めるとともに、これまでの方法を検証し、予算配分枠の設定など、より効果的な制度の

確立を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

令和７年度 当初予算（一般会計）のポイント 



令和７年度に取り組む主な事業は、次のとおりです。（総合計画の施策体系別） 

「快適さを支える生活基盤の向上」では、都市レジリエンス強化の取組として、令和８年度か

らのシステム運用開始に向け、防災情報伝達システムや津・鈴鹿・亀山３市消防指令業務共同運

用事業の整備を進めるとともに、消防庁舎と関分署の自家用発電設備を改修します。また、今後

整備が必要となる次期ごみ処理施設整備に係る基本構想の策定や道路施設の持続可能な維持管

理体制の構築に向け、包括的民間委託の手法に関する調査・研究を行います。 

「健康で生きがいを持てる暮らしの充実」では、健康都市政策の一層の推進を図るため、健康

都市大学創設・運営事業において「かめやま健康都市大学」による主体的な健康活動の実践を図

るとともに、アプリｄｅウェルネス推進事業において市制施行２０周年記念事業として、ウォ

ーキングイベントを開催します。 

「交通拠点性を生かした都市活力の向上」では、地域資源を生かした商工業・観光の活性化を

図るため、亀山ブランド推進事業や観光プロモーション推進事業に取り組み、教育旅行の誘致

に向けたモニターツアーを実施するとともに、大阪・関西万博などでの観光プロモーションを

展開するなど、訪日外国人旅行者等の誘客も図ります。 

「子育てと子どもの成長を支える環境の充実」では、切れ目ない子ども・子育て支援体制の充

実の取組として、子育て世代包括支援事業を行い、妊娠初期から乳幼児期にわたる切れ目のな

い支援を行います。また、学びの環境の充実と多様な学びへの支援の取組として、中学校全員喫

食制給食の実施に向け中学校２校の給食受入れ環境を整備するとともに、学校給食費につきま

して、物価高騰が長期化する中、令和 5 年度、令和６年度に引き続き、国の重点支援地方創生

臨時交付金を活用し保護者負担の軽減を図ります。 

「市民力・地域力の活性化」では、地域まちづくり協議会への支援として、地域予算制度によ

る財政支援を充実するほか、市民協働センター「みらい」に市民活動・ボランティア活動の中間

支援機能を有した相談支援機関を新たに設置します。また、市制施行２０周年記念事業として、

「夏期巡回ラジオ体操」やNHK公開番組「のど自慢」を開催します。 

「行政経営」では、マイナンバーカードの更新手続を円滑に行うとともに、引き続き交付率向

上に努め、市民の利便性を高めます。また、総合住民情報システム等の安定稼働を図るととも

に、地方公共団体情報システム標準化に向けた移行作業を進めるほか、新庁舎整備に向けた建

設基金の計画的な積み立てを行います。 

 

主な事業 

財政調整基金残高の見通し 

財源調整のために財政調整基金から繰り入れる額は、前年度比４億２，０００万円の減とな

る５億２，０００万円としています。これを踏まえ、令和６年度決算における剰余金の積立て

や令和７年度中の予算の補正に伴う繰入金の減額を勘案すると、令和７年度末の財政調整基金

残高は、令和６年度末残高見込み（約１５億２，４００万円）と同水準と見込んでおり、これ

までの事業推進による財政調整基金の取崩し基調に歯止めを掛けることができるものと見込ん

でおります。 

新市施行から２０年の節目を迎えた今、これまでの歩みを礎に、今後も誰もが健やかに暮ら

し、幸福実感へとつながる「緑の健都」を目指していくためには、様々な環境変化に対応でき

るレジリエンスの強化や、分度・推譲の実践による財政構造の改善に積極果敢に取り組んでま

いります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 



◆　歳入歳出予算比較表
（単位：千円）　

７ 年 度 ６ 年 度

当初予算（Ａ） 当初予算（Ｂ） 　A－B　（C） Ｃ／B　（％）

23,620,000 22,210,000 1,410,000 6.3%

(2,066,991) (2,084,209) (△ 17,218) (△ 0.8%)

国民健康保険事業 4,460,200 4,831,200 △ 371,000 △ 7.7%

（ 一 般会計繰入金 ） (322,937) (304,908) (18,029) (5.9%)

後期高齢者医療事業 1,302,400 1,249,400 53,000 4.2%

（ 一 般会計繰入金 ） (675,978) (649,378) (26,600) (4.1%)

小 計 5,762,600 6,080,600 △ 318,000 △ 5.2%

（うち一般会計繰入金） (998,915) (954,286) (44,629) (4.7%)

水 道 事 業 1,765,100 1,816,700 △ 51,600 △ 2.8%

工 業 用 水 道 事 業 86,200 84,900 1,300 1.5%

下 水 道 事 業 3,457,500 3,358,700 98,800 2.9%

（ 一 般会計繰入金 ） (787,183) (847,595) (△ 60,412) (△ 7.1%)

病 院 事 業 2,142,100 2,167,400 △ 25,300 △ 1.2%

（ 一 般会計繰入金 ） (280,893) (282,328) (△ 1,435) (△ 0.5%)

小 計 7,450,900 7,427,700 23,200 0.3%

（ 一 般会計繰入金 ） (1,068,076) (1,129,923) (△ 61,847) (△ 5.5%)

36,833,500 35,718,300 1,115,200 3.1%

比　　較
会 計 区 分

総 計

一 般 会 計

（ 他 会計繰出金合計 ）

企

業

会

計

特

別

会

計



◆　款別予算額比較表（一般会計）
〈歳入〉 （単位：千円）　

７ 年 度 ６ 年 度

当  初　Ａ 当  初　Ｂ 　A－B　（C） Ｃ／B　（％）

１． 市 税 10,583,700 9,721,000 862,700 8.9%

２． 地 方 譲 与 税 239,700 241,400 △ 1,700 △ 0.7%

３． 利 子 割 交 付 金 4,000 2,600 1,400 53.8%

４． 配 当 割 交 付 金 72,000 70,000 2,000 2.9%

５． 株式等譲渡所得割交付金 98,000 90,000 8,000 8.9%

６． 法 人 事 業 税 交 付 金 170,000 190,000 △ 20,000 △ 10.5%

７． 地 方 消 費 税 交 付 金 1,390,000 1,390,000 0 0.0%

８． ゴルフ場利用税交付金 100,000 100,000 0 0.0%

９． 環 境 性 能 割 交 付 金 30,000 30,000 0 0.0%

１０． 地 方 特 例 交 付 金 74,000 309,000 △ 235,000 △ 76.1%

１１． 地 方 交 付 税 2,581,000 2,854,200 △ 273,200 △ 9.6%

１２． 交通安全対策特別交付金 4,000 4,000 0 0.0%

１３． 分 担 金 及 び 負 担 金 367,456 349,694 17,762 5.1%

１４． 使 用 料 及 び 手 数 料 221,635 214,719 6,916 3.2%

１５． 国 庫 支 出 金 3,649,032 3,036,112 612,920 20.2%

１６． 県 支 出 金 1,498,399 1,329,931 168,468 12.7%

１７． 財 産 収 入 49,945 23,277 26,668 114.6%

１８． 寄 附 金 49,664 42,000 7,664 18.2%

１９． 繰 入 金 727,164 1,072,208 △ 345,044 △ 32.2%

２０． 繰 越 金 100,000 100,000 0 0.0%

２１． 諸 収 入 316,605 318,259 △ 1,654 △ 0.5%

２２． 市 債 1,293,700 721,600 572,100 79.3%

23,620,000 22,210,000 1,410,000 6.3%

項 目

合 計

比　　　　較
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〈歳出〉

７ 年 度 ６ 年 度

当  初　Ａ 当  初　Ｂ 　A－B　（C） Ｃ／B　（％）

１． 議 会 費 229,849 230,448 △ 599 △ 0.3%

２． 総 務 費 2,723,098 2,331,375 391,723 16.8%

３． 民 生 費 8,928,880 8,338,548 590,332 7.1%

４． 衛 生 費 2,649,142 2,656,290 △ 7,148 △ 0.3%

５． 労 働 費 13,726 14,143 △ 417 △ 2.9%

６． 農 林 水 産 業 費 590,550 702,494 △ 111,944 △ 15.9%

７． 商 工 費 680,547 521,999 158,548 30.4%

８． 土 木 費 1,968,026 1,883,324 84,702 4.5%

９． 消 防 費 1,361,293 875,928 485,365 55.4%

１０． 教 育 費 2,312,180 2,599,802 △ 287,622 △ 11.1%

１１． 公 債 費 1,947,776 1,887,357 60,419 3.2%

１２． 諸 支 出 金 114,933 128,292 △ 13,359 △ 10.4%

１３． 予 備 費 100,000 40,000 60,000 150.0%

23,620,000 22,210,000 1,410,000 6.3%

比　　　　較

合 計

項 目

（主な歳入増減）

市税

固定資産税（償却資産）：269,400千円

個人市民税（所得割）：277,800千円

法人市民税（法人税割）：187,200千円

地方特例交付金：△235,000千円

地方交付税：△273,200千円

分担金及び負担金

広域連合派遣職員給与費等負担金：15,923千円

国庫支出金

児童手当負担金（児童福祉費国庫負担金）：297,066千円

就学前教育・保育施設整備交付金：△237,593千円

県支出金

施設型給付費・地域型保育給付費負担金（児童福祉費県負

担金）：63,245千円

障がい者自立支援給付費負担金（社会福祉費県負担金）

：55,765千円

児童手当負担金（児童福祉費県負担金）：△37,274千円

繰入金

財政調整基金繰入金：△420,000千円

減債基金繰入金：100,000千円

地域福祉基金繰入金：△40,000千円

市債

臨時財政対策債：△210,000千円

緊急防災事業債：547,900千円

学校教育施設整備事業債：143,700千円

（主な歳出増減）

総務費//防災情報伝達システム整備事業：248,000千円

住民情報系システム事業：145,047千円

一般職員人件費：△69,305千円

市長選挙費：△32,200千円

民生費//施設型給付・地域型保育事業：297,000千円

児童手当給付事業：221,191千円

定額減税不足額給付金給付事業：197,957千円

自立支援事業（障がい者支援事業）：183,657千円

定額減税調整給付事業：△103,231千円

衛生費//次期ごみ処理施設整備基本構想策定事業

：18,115千円

特定健康診査事業：△38,158千円

農林水産業費//繰出金：△94,066千円

商工費//産業振興奨励事業：139,010千円

地域生活交通再編事業：24,104千円

土木費//川合９号線整備事業：99,400千円

和賀白川線整備事業：71,500千円

舗装老朽化対策事業：39,000千円

東海道街道環境整備事業：△42,000千円

消防費//消防指令業務共同運用事業：425,672千円

消防防災設備整備事業：71,047千円

教育費//中学校全員喫食制給食実施事業：210,671千円

東野公園体育館改修事業：△157,400千円

私立学校等助成事業：△83,284千円

一般職員人件費（事務局費）：△52,817千円

予備費//予備費：60,000千円
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◆　性 質 別 歳 出 予 算 額 の 状 況
（単位：千円・％）　

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増減率

11,109,178 47.0% 10,713,003 48.2% 396,175 3.7%

4,972,028 21.1% 5,056,682 22.8% △ 84,654 △ 1.7%

4,189,374 17.7% 3,768,964 17.0% 420,410 11.2%

1,947,776 8.2% 1,887,357 8.5% 60,419 3.2%

1,896,102 8.0% 958,918 4.3% 937,184 97.7%

10,614,720 45.0% 10,538,079 47.5% 76,641 0.7%

5,039,247 21.3% 4,873,497 22.0% 165,750 3.4%

2,879,669 12.2% 2,914,192 13.1% △ 34,523 △ 1.2%

114,933 0.5% 128,292 0.6% △ 13,359 △ 10.4%

1,781,904 7.6% 1,750,272 7.9% 31,632 1.8%

798,967 3.4% 871,826 3.9% △ 72,859 △ 8.4%

23,620,000 100.0% 22,210,000 100.0% 1,410,000 6.3%

※その他は、維持補修費、貸付金、投資及び出資金、予備費の合計

◆　 増 減 の 主 な 要 因

●消防指令共同運用事業、防災情報伝達システム整備事業、中学校全員喫食制給食実施事業、
　和賀白川線整備事業、川合９号線整備事業、消防防災設備整備事業等の増

●物件費（住民情報系システム事業等）の増、補助費等（施設型給付・地域型保育事業負担金、
　産業振興奨励事業等の増、民間保育所等整備事業補助金の減等）の増、
　投資及び出資金（他会計出資金）の減、維持補修費（橋梁長寿命化事業等）の減

積 立 金

繰 出 金

そ の 他 ※

歳　出　合　計

●人件費（退職手当等）の減、扶助費（児童手当給付事業、介護給付費等の増）の増、
　公債費（亀山駅周辺整備事業の償還）の増

補 助 費 等

性 質 別
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

物 件 費

義務的経費 は前年度比：3億９，6１７万５千円（ ３.７ ％ ）増

その他の経費は前年度比：７,６６４万１千円（ ０.７ ％ ）増

投資的経費 は前年度比：９億３,７１８万４千円（ ９７.７ ％ ）増
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財政構造改革骨太方針２０２４取組

前年度に対し約５億４千万円（一般財源額）を削減標 準 的 経 費

＜個別の取り組み＞

・篩機（ふるいき）運転業務委託の休止（▲３,９６０千円）

・市内一斉清掃への報償費の廃止（▲１,９１０千円）

・不法投棄監視（パトロール）の直営化（▲１,５６９千円）

・第３子以降への出生祝金の廃止（▲１,５００千円）

・道路舗装事業 道路舗装事業（▲１６,６８４千円）

・施設管理費 施設管理費（公園管理費）（▲１３,６６３千円）

・道路維持修繕費 道路維持修繕費（▲１２,３００千円）

舗装・遊具・側溝の整備スケジュールの見直し

【具体的取組１－(３)】

施設整備を含む事務事業のスケジュール、計画等の見直し

・繰出金 下水道事業（▲６０,４１２千円）

資本費平準化債の活用による繰出金の減額

・繰出金 病院事業（▲１,４３５千円）

赤字補填として交付する補助金の休止による減額

【具体的取組１－(４)】

企業会計への繰出金の見直し

【具体的取組１－(５)】組織や事務・事業の効率化による経費の削減

事
業
統
合

・土地利用集積推進奨励補助金（▲２,０００千円） ・茶業組合活動補助金（▲３４３千円）

・耕作放棄地解消事業補助金（▲３００千円） ・森林組合広域活動促進対策事業補助金（▲１５３千円）

・地区衛生組織連合会補助金（▲５２０千円） ・社会福祉協議会補助金（▲１ , ３４０千円）

・競技大会派遣旅費補助金（▲８００千円） ・人間ドック助成金（▲６００千円）

【具体的取組１－(７)】各種補助金・交付金の対象を分類し、性質に応じた見直し

政 策 的 経 費

事
業
の
廃
止
・

見
送
り
等

▶総合環境センター最終処分場保管

固化飛灰搬出処理事業の期間短縮・事業費の減

（▲１２,８００千円）

▶亀山薪能開催事業の実施を見送り

（▲８,７００千円）

歳 入

・減債基金繰入金（＋１００,０００千円） ・関宿にぎわいづくり基金繰入金（＋３４,２５７千円）

・みえ森と緑の県民税市町交付金基金繰入金（＋７,０８０千円） ・ふるさと・水と土保全基金繰入金（＋４, ３９９千円）

・ボランティア基金繰入金（＋１ , ３９９千円）

【具体的取組 ５－(２)】特定財源確保の取組

・溶融処理施設管理費 施設管理費（▲３９,４０３千円）

ごみ溶融処理に使用する溶融副資材の見直し

・予防衛生事業 予防衛生事業（▲２０,９８４千円）

定期予防接種における接種率の精査等

・一般管理費 一般管理費（常備消防費）（▲１２,７８３千円）

指令業務の共同運用等に合わせた事務事業の見直し

▶本庁舎の公用車を一括管理【令和７年度中に台数削減】（▲８７７千円）

▶市民協働センター機能強化のため事務機能移転による予算削減（▲２,３５６千円）

▶緊急対応のため個々に計上している予算を予備費に統合

「財政構造改革骨太方針２０２４」の取組の結果

前年度比 予算総額１４億１,０００万円 増 に対し

一般財源額 ２億６,４７９万７千円 減

前年度に対し約１億４千万円（一般財源額）を削減

【具体的取組１－(１)】全ての事務事業をゼロベースから総点検

・町並み保存費 伝統的建造物群保存修理修景事業（▲１９,７７２千円）

・リニア中央新幹線亀山駅整備基金積立事業（▲１６,９３５千円）

・教育研究事業 英語教育推進事業（▲１４,７６９千円）

・広報情報化推進費 行政情報番組提供事業（▲２,５００千円）

削減効果額：約５億４千万円 （取組による削減累計額）

削減効果額：約１億４千万円 （取組による削減累計額）



◆　主要事業一覧表（一般会計）
（単位：千円）

（基本施策の大綱）

事 業 名 （ 実 施 計 画 ） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

１．快適な都市空間の創造快適さを支える生活基盤の向上 1,987,986 316,372 56,125 1,041,900 61,312 512,277

（うち新規事業） (33,115) (15,000) (18,115)

都市マスタープラン等策定事業 8,583 2,000 0 0 0 6,583 225

住宅取得支援事業 5,000 0 0 0 0 5,000 235

地籍調査事業 13,300 0 9,675 0 0 3,625 217

公園施設長寿命化事業 2,000 1,000 0 900 0 100 231

民間活用市営住宅事業 57,671 19,840 0 0 16,489 21,342 233

☆ 地震対策・木造住宅補強事業 33,200 13,350 6,722 0 0 13,128 89

狭あい道路後退用地整備事業 12,300 5,320 0 0 0 6,980 217

空家等対策事業 2,447 750 375 0 0 1,322 233

浸水対策事業 36,100 18,050 0 16,200 0 1,850 229

都市計画道路整備事業（和賀白川線） 148,500 62,500 0 56,200 0 29,800 219

道路新設改良事業（川合９号線） 120,400 58,350 0 52,500 0 9,550 221

舗装老朽化対策事業 56,000 25,000 0 28,500 0 2,500 221

橋梁長寿命化修繕事業 73,200 40,260 0 21,500 0 11,440 223

★ 道路施設管理包括的民間委託導入検討事業 15,000 15,000 0 0 0 0 219

地域生活交通再編事業 174,809 21,890 0 0 10,489 142,430 201

防災情報伝達システム整備事業 248,000 0 0 231,000 0 17,000 89

災害時応急活動充実・強化事業 3,000 0 0 0 3,000 0 89

津・鈴鹿・亀山３市消防指令業務共同運用

事業
429,777 0 0 417,900 0 11,877 243

消防庁舎及び関分署自家用発電設備改修事業 74,600 0 0 74,600 0 0 243

地域防犯カメラ設置支援事業 2,000 0 1,000 0 0 1,000 93

公共施設LED化推進事業 60,526 0 0 0 0 60,526 ＊

飛灰再資源化事業 42,000 0 0 0 0 42,000 179

ごみ溶融処理施設大規模整備事業 135,900 0 0 101,900 0 34,000 179

し尿処理施設大規模整備事業 42,300 0 0 31,700 0 10,600 181

★ 次期ごみ処理施設整備基本構想策定事業 18,115 0 0 0 0 18,115 175

☆ みえ森と緑の県民税市町交付金事業 16,528 0 11,870 0 4,598 60 ＊

森林環境創造事業 9,981 4,000 3,076 0 0 2,905 199

森林経営管理事業 50,200 0 0 0 4,010 46,190 199

中山間地域等直接支払交付金事業 13,000 0 9,726 0 3,274 0 191

多面的機能発揮促進事業 14,491 0 10,917 0 0 3,574 189

田園環境保全事業 2,390 0 0 0 0 2,390 191

東海道街道環境整備事業 20,000 10,000 0 9,000 0 1,000 221

伝統的建造物群保存修理修景事業 40,000 18,025 2,523 0 19,452 0 289

関宿重伝建選定４０周年記念事業 1,000 0 0 0 0 1,000 291

鈴鹿関跡学術調査事業 5,668 1,037 241 0 0 4,390 281

事 業 費
財 源 内 訳

頁



（単位：千円）

（基本施策の大綱）

事 業 名 （ 実 施 計 画 ） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 費

財 源 内 訳
頁

２．市民参画・協働と地域づくりの推進健康で生きがいを持てる暮らしの充実 498,756 37,927 65,428 0 91,729 303,672

（うち新規事業）

☆ 健康都市大学創設・運営事業 2,300 0 0 0 227 2,073 163

☆ アプリｄｅウェルネス推進事業 5,200 0 0 0 893 4,307 165

がん検診推進事業 91,223 690 516 0 0 90,017 161

がん患者支援事業 1,186 0 558 0 0 628 161

三重大学亀山地域医療学講座支援事業 21,200 0 0 0 0 21,200 163

滋賀医科大学スポーツ・運動器科学共同研

究講座支援事業
25,085 0 0 0 0 25,085 163

予防接種費用助成事業 15,613 0 0 0 0 15,613 167

地域福祉力向上重層的支援体制整備事業 27,741 13,870 6,935 0 0 6,936 117

成年後見サポート事業 7,840 3,149 1,574 0 0 3,117 123

生活困窮者自立支援事業（自立相談支援事

業等）
28,146 20,127 0 0 0 8,019

117

119

介護保険地域支援事業（総合事業） 26,431 0 0 0 26,431 0 127

介護保険地域支援事業（任意事業） 27,071 0 0 0 27,071 0 129

地域包括支援事業（社会保障充実分） 29,231 0 0 0 29,231 0 129

☆ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 6,896 0 0 0 6,896 0 125

障害者総合相談支援センター事業 10,530 91 45 0 0 10,394 123

福祉医療費助成事業（心身障がい者） 157,000 0 55,800 0 0 101,200 123

地域の学び推進事業 15,664 0 0 0 980 14,684 277

かめやま文化年事業 399 0 0 0 0 399 287



（単位：千円）

（基本施策の大綱）

事 業 名 （ 実 施 計 画 ） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 費

財 源 内 訳
頁

３．交通拠点性を生かした都市活力の向上 354,391 0 20,172 0 8,879 325,340

（うち新規事業）

産業振興奨励事業 253,545 0 0 0 0 253,545 211

亀山ブランド推進事業 2,399 0 0 0 59 2,340 203

創業等支援事業 5,265 0 125 0 0 5,140 203

亀山サステナブル農業奨励事業 15,320 0 12,750 0 0 2,570 191

☆ ニホンザル等獣害対策事業 27,425 0 6,585 0 0 20,840 189

林業生産活動支援事業 10,817 0 712 0 0 10,105 195

亀山７座トレイル整備・活用推進事業 2,652 0 0 0 0 2,652 207

☆ 観光プロモーション推進事業 4,480 0 0 0 0 4,480 207

観光協会運営支援事業 21,200 0 0 0 4,500 16,700 207

リニア中央新幹線整備促進事業 1,288 0 0 0 0 1,288 79

リニア中央新幹線亀山駅整備基金積立事業 10,000 0 0 0 4,320 5,680 311

４．生きがいを持てる福祉の展開子育てと子どもの成長を支える環境の充実 1,028,833 116,778 162,352 159,700 2,995 587,008

（うち新規事業）

放課後子ども教室推進事業 15,360 0 10,240 0 0 5,120 271

中学校デリバリー給食実施事業 47,450 0 0 0 0 47,450 259

中学校全員喫食制給食実施事業 232,201 0 0 159,700 0 72,501 259

学力向上推進事業 1,528 0 0 0 0 1,528 305

学校図書館支援事業 9,908 0 0 0 0 9,908 303

ＧＩＧＡスクール構想推進事業 42,435 0 0 0 0 42,435 307

英語教育推進事業 17,524 0 0 0 1,115 16,409 303

☆ 個の学び支援事業（小学校） 69,508 0 1,866 0 0 67,642 253

☆ 個の学び支援事業（中学校） 17,492 0 0 0 0 17,492 259

生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） 3,800 1,800 0 0 0 2,000 309

少人数教育推進事業 779 0 0 0 0 779 303

校務支援システム事業 3,806 0 0 0 0 3,806 305

保育所等ＩＣＴ化推進事業 5,280 0 0 0 0 5,280
147

267

子育て世代包括支援事業 111,066 45,330 2,347 0 0 63,389 161

福祉医療費助成事業（子ども） 206,600 0 76,000 0 0 130,600 137

放課後児童クラブ事業 238,967 69,648 71,899 0 0 97,420 141

長期休暇子どもの居場所事業 5,129 0 0 0 1,880 3,249 141

５．次世代を担う人づくりと歴史文化の振興市民力・地域力の活性化 70,412 0 750 0 40,302 29,360

（うち新規事業）

地域まちづくり協議会支援事業 30,663 0 0 0 30,663 0 85

市民活動応援事業 9,639 0 0 0 9,639 0 67

☆ 市制施行２０周年記念事業 603 0 0 0 0 603 67

行政情報番組提供事業 19,529 0 0 0 0 19,529 69

シティプロモーション推進事業 2,484 0 0 0 0 2,484 69

移住交流促進事業 7,494 0 750 0 0 6,744 79



（単位：千円）

（基本施策の大綱）

事 業 名 （ 実 施 計 画 ） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 費

財 源 内 訳
頁

６．行政経営 542,497 189,626 0 0 22,998 329,873

（うち新規事業）

庁舎建設基金積立事業 100,000 0 0 0 3,260 96,740 313

行政情報システム事業（住民情報系） 321,413 189,626 0 0 12,190 119,597 89

行政情報システム事業（内部情報系） 81,980 0 0 0 4,555 77,425 91

証明書等コンビニ交付事業 10,524 0 0 0 2,993 7,531 103

地価調査・地番図整備事業 28,580 0 0 0 0 28,580 97

※★は新たに取り組む事業を表します。 ☆は充実させて取り組む事業を表します。

※公共施設LED化推進事業については、施設管理費等において、LED賃借料として計上しています。

※みえ森と緑の県民税市町交付金事業の事業費には、児童福祉費一般事業、観光費一般事業の一部が含まれています。

【大綱別集計】

国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

１．快適さを支える生活基盤の向上 1,987,986 316,372 56,125 1,041,900 61,312 512,277

２．健康で生きがいを持てる暮らしの充実 498,756 37,927 65,428 0 91,729 303,672

３．交通拠点性を生かした都市活力の向上 354,391 0 20,172 0 8,879 325,340

４．子育てと子どもの成長を支える環境の充実 1,028,833 116,778 162,352 159,700 2,995 587,008

５．市民力・地域力の活性化 70,412 0 750 0 40,302 29,360

６．行政経営 542,497 189,626 0 0 22,998 329,873

4,482,875 660,703 304,827 1,201,600 228,215 2,087,530

33,115 15,000 0 0 0 18,115

合 計

（うち新規事業）

大 綱 区 分 事 業 費
財 源 内 訳


